
３ 広報ごか　2007.６

　地方分権を進め、身近な地方公共団体がより仕事をできるようにするため、国（所得税）から地方（住民税）へ
３兆円規模の税源が移譲されます。
　これにより、ほとんどの方は所得税が減り、住民税が増えることになります。
　※納税方法等の違いによって、影響が出る時期にズレがあります。

　たとえばサラリーマンなどの給与所得者やお年寄りなどの年金所得者の場合は、通常平成１９
年１月分から所得税額が減少し、平成１９年６月分から個人住民税額が増加します。
　一方事業を行っている事業所得者の場合は、平成１９年６月分から住民税額が増加し、平成２０
年２月～３月の確定申告から所得税額が減少します。

【税源移譲による影響の発生時期】
住民税所得税

平成１９年６月（毎月特別徴収）平成１９年１月（毎月源泉徴収）給与所得者

平成１９年６月（６、８、１０、１２月に納付）平成１９年２月（２か月ごとに源泉徴収）年金受給者

平成１９年６月（６、８、１０、１２月に納付）平成２０年２月～３月（確定申告）事業所得者

平成１９年１月平成１９年１月退職所得者

税源の移し替えなので、所得税と住民税を合わせると、負担額はこれまでと変わりません。

【個人住民税の税率構造】
平成１９年度以降現　行課税所得金額

１０％
県民税４％
町民税６％

５％　県民税２％　　　町民税３％200万円以下
個
人
住
民
税

１０％　県民税２％　　　町民税８％
200万円超
～700万円

１３％　県民税３％　　　町民税１０％700万円超

両税を合わせた負担額が変わらないように設定
※ただし、定率減税の廃止や老年者非課税措置の廃止、皆さんの収入の増減等、別の要因により、実際の負担額は

変動しますので、ご留意ください。

○お問い合わせ　町民税務課 税務グループ　�（84）1966

【所得税の税率構造】
平成１９年分以降現行課税所得金額

５％
１０％

195万円以下

所
得
税

１０％195万円超
～330万円以下

２０％
２０％

330万円超
～695万円以下

２３％695万円超
～900万円以下

３３％３０％900万円超
～1,800万円以下

４０％３７％1,800万円超
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